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１．はじめに 
 

景気回復の流れを受けて、若者の雇用情勢も改善しつつある。政府の発表によると、こ

の春卒業した大学生の就職内定率（４月１日現在）は96.3％で、前年同期を1.0ポイント上

回っている（厚生労働省2007年５月15日報道発表資料『平成18年度大学等卒業者就職状況

調査（平成19年４月１日現在）について』）。 

しかし、いわゆる民間企業における若者の働き方は、90年代後半以降、急速に二極化し

ている。若者からみると、正規雇用を選べば一定の経済的安定は得られるものの、従来の

ように年齢とともに給与が上昇する見込みは薄く、長時間労働などによりワーク・ライフ・

バランスの実現は難しい。他方、非正規雇用を選べば経済的自立や長期的な生活設計の見

通しを立てにくく、職業能力を身につける機会も少ない。つまり、見方によってはいずれ

－要旨－ 
① ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）に従事する20～30歳代の男女を対象に、活動の実態や日常

生活意識をたずねるアンケート調査を実施した。 

② 若年ＮＰＯ従事者の約４割は、他に収入をともなう「兼業」をしている。無給従事者のほとん

どは兼業をしており、兼業が本業であると答えた人が６割強を占める。一方、有給従事者が兼

業をしている理由には、ＮＰＯ活動を通じて得ている「ＮＰＯ収入」の少なさがある。 

③ 有給従事者のＮＰＯ収入は平均で年収約160万円、全体の約３分の２は年収で200万円未満であ

る。ＮＰＯ収入は、兼業をしている人や小規模ＮＰＯに所属する人で低い傾向にある。 

④ ＮＰＯ活動への参加プロセスをみると、ＮＰＯを知ったきっかけは「友人・知人等」に集中し

ている。有給従事者の前職で最も多いのは「正規職」（31.4％）で、「無職」であった人が有給

従事者になったケースは全体の約１割である。 

⑤ 日常生活のどのようなときに充実感があるかをみると、有給従事者、無給従事者とも「このＮ

ＰＯの仕事をしているとき」をあげる人が最も多い。兼業をしている人の場合、ＮＰＯの仕事

の方が充実感があると答えた人が多く、こうした傾向は性別やＮＰＯ収入の有無にかかわらず

共通している。 
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の働き方を選ぶにしても（正規雇用を選べない場合も含めて）、いわゆる民間企業での働き

方には若者が魅力を感じられるような働き方の選択肢が見出しにくい状況にある。 

このようななか、近年ではいわゆるＮＰＯ（民間非営利組織）や社会的企業＊１といった

組織が、若者の関心を惹きつけている。内閣府の世論調査によると、ＮＰＯ活動への参加

意向は若い世代ほど高く、ＮＰＯに「人と人との新しいつながりを作る」あるいは「やり

がいや能力を発揮する機会の提供」といった役割を期待する傾向にある（内閣府 2005）。

この背景には、働くことを通じて、収入という経済的対価だけでなく、人とのつながりや

自己実現を求めようとする若者の価値観の変化があると思われる。 

当研究所ではこれらの背景をふまえ、全国のＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）に従事

する20～30歳代の男女を対象に、活動の実態や仕事に対する意識を捉えるためのアンケー

ト調査を行った。本稿ではこのなかから、若年ＮＰＯ従事者の活動実態と生活意識に関す

る調査結果を報告する。なお、若年ＮＰＯ従事者の働き方や仕事観を、企業で働く同世代

の働き方や仕事への評価と比較したレポートは別の機会に報告する予定である。 

 

２．調査概要と回答者の主な属性 
 
（１）調査概要 
 調査の概要は次の通りである。 

調査名 ＮＰＯと若者の社会参加に関する調査2006 

調査対象 
全国のＮＰＯ法人4,500団体のうち、該当する年齢の事務局職員がおり、調査

への協力を承諾した265団体に従事する20～39歳の男女 

サンプル数 492（各団体に最大２通を配布） 

調査方法 郵送調査(代表者を通じて郵送で依頼、個別に郵送回収) 

調査期間 2006年11月24日～12月31日 

有効回収数（率） 個票：182（37.0％）   団体：131（49.4％） 

 

（２）回答者の主な属性 
回答者182人の平均年齢は30.3歳、男性が81人（44.5％）、女性が101人（55.5％）である。

また、婚姻状況については、未婚者が58.8％、既婚者が41.2％である。 

なお、回答者のうち140人（76.9％）は、ＮＰＯ活動を通じて収入を得ている「有給従事

者」で、41人（22.5％）が「無給従事者」である（１人は無回答）。また、回答者のうち30

人（16.5％）は、団体の代表者の立場にある。 

 
３．兼業の実態 
 
（１）兼業をしている人の割合                 

一般的に、若年ＮＰＯ従事者にはＮＰＯでの活動以外に、収入をともなう他の仕事（兼
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23.4

7.8

6.5

3.9

3.9

16.9

5.2

14.3

31.2

0% 10% 20% 30% 40%

企業等の非正規職員

企業等の正社員・正職員

自営業・経営者

公的機関の正規職員

企業等の派遣社員

公的機関の非正規職員

企業等の役員等

他のNPOの仕事

その他

＜複数回答＞ 

（n=77） 

29.3

36.6

17.1

22.0

19.5

24.4

31.7

7.3

2.4

62.9

8.6

17.1

11.4

22.9

2.9

-

－

-

-

40.0

0% 25% 50% 75%

本業だから

このNPOでは

収入を得ていないから

このNPOの収入だけでは

やっていけないから

このNPOの収入は

不安定だから

できるだけ多くの収入を

得たいから

このNPOの活動に役立つから

おもしろいから

勉強になるから

その他

特に理由はない
有給（n=41）

無給（n=35）

業）をもつ人が少なくない。そこで、はじめに、若年ＮＰＯ従事者の兼業の実態をみる。 

回答者のうち、兼業をしている人は77人（42.3％）で、兼業のないＮＰＯの専従者は104

人（57.1％）である。なお、有給従事者では兼業をしている人が41人（29.3％）、専従者が

98人（70.0％）で、無給従事者では兼業者が35人（85.4％）、専従者が6人（14.6％）であ

る。つまり、無給従事者のほとんどは、兼業を通じて収入を得ている（図表省略）。 

 

（２）兼業の数と就労形態                  図表１ 兼業の就労形態＜複数回答＞ 

兼業の数についてみると、兼業者全体の64.9％

は兼業が１つとなっている。２つ以上の兼業をも

つ人は29.9％である（図表省略）。 

兼業の就労形態で最も多いのは「企業等の非    

正規職員」（31.2％）で、「企業等の正社員・正職

員」（23.4％）がこれに続いている（図表１）。  

ただし、兼業の就労形態は、ＮＰＯ収入の有無

によって大きく異なっており、無給従事者では約

半数（45.7％）が「企業等の正社員・正職員」と

なっている。これに対して、有給従事者では「企 

業等の正社員・正職員」（4.9％）が少なく、「企業等の非正規職員」（36.9％）や「自営業・

経営者」（19.5％）が比較的多くなっている（図表省略）。 

 

（３）兼業の理由                            図表２ 兼業の理由（有給・無給別） 
 兼業者が兼業をしている理由は、ＮＰＯ活動を通

じて収入を得ているかどうかで大きく異なっている

（図表２）。有給従事者の場合、最も多い理由は「こ

のＮＰＯの収入だけではやっていけないから」

（36.6％）であり、「勉強になるから」（31.7％）、

「本業だから」（29.3％）が続いている。有給従事者

では、ＮＰＯ収入の少なさが兼業をする理由の１つ

となっている。 

 一方、無給従事者の場合には、「本業だから」

(62.9％）が最も多く、「このＮＰＯでは収入を得て

いないから」（40.0％）がこれに続いている。「本業

だから」をあげる割合には、有給従事者と無給従事

者で大きな差がみられる。有給従事者では兼業を本

業とは思っていない人の方が多いのに対し、無給従

事者では兼業を本業だと考えている人の方が多い。 
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４．ＮＰＯ収入の実態 
 

（１）ＮＰＯ収入の受け取り方 
続いて、有給従事者がＮＰＯ活動を通じて得ている収入（ＮＰＯ収入）の実態をみる。 

まず、ＮＰＯ収入の受け取り方をみると、有給従事者の86.4％は「月１回以上の頻度で、

定期的に受け取っている」（図表省略）。「仕事が完成する都度、不定期に受け取っている」

（8.6％）、ないしは「支払える状況が整った時点で不定期に受け取っている」（4.3％）と

答えた人は全体の15％程度であり（図表省略）、今回回答した有給従事者の大半は比較的安

定した形でＮＰＯ収入を受け取っている。 

 

（２）ＮＰＯ収入の額 
次に、ＮＰＯ収入の額をみる。有給従事者のＮＰＯ収入は平均で年収約160万円であり、

全体の約３分の２（64.3％）は年収200万円未満となっている（図表３）。 

また、ＮＰＯ収入の水準は、兼業の有無、ないしは所属するＮＰＯの年間事業規模によ

って大きく異なり、兼業をしている人よりしていない人（専従者）で、小規模ＮＰＯに所

属する人より大規模ＮＰＯに所属する人で高い傾向にある。ただし、専従者の場合にも、

ＮＰＯ収入の平均は年収約186万円であり、半数以上は年収200万円未満という水準である。 

 

図表３ 有給従事者が NPO 活動を通じて得ている年収（兼業の有無別、所属ＮＰＯの規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：平均値は各カテゴリーの中央値（例えば「200～300 万円未満」の場合には 250 万円）から算出。ただし、「10 万円未満」 

については５万円、「800 万円以上」については 900 万円とした。 

 
５．活動への参加プロセス 
 

（１）参加のきっかけ                   

ＮＰＯを知ったきっかけで、最も多いのは「友人・知人の紹介」（52.0％）である（図

14.3

39.0

4.1

33.3

2.5

11.4

17.1

6.3

13.8

10.7

14.6

9.2

16.7

8.8

27.9

14.6

33.7

35.4

25.0

25.7

9.8

32.7

8.3

37.5

9.3

4.9

10.2

12.5

9.2

0.7

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有給従事者全体（n=140）

＜兼業の有無別＞

兼業あり（n=41）

兼業なし（n=98）

＜ＮＰＯ年間事業規模別＞

1,000万円未満（n=48）

1,000万円以上（n=80）

10万円未満 10～50万円未満 50～100万円未満 100～200万円未満

200～300万円未満 300万円以上 無回答

＜平均＞

（万円）

160 

 

93 

186 

 

89 

196 
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52.0

9.9

5.9

5.9

5.9

2.6

2.0

1.3

13.8

7.9

0% 20% 40% 60%

友人・知人の紹介

大学・大学教員

求職活動

新聞・テレビ・雑誌

インターネット

他団体等でのボランティア活動

社協・ボランティアセンター

都道府県や市町村の広報誌

行政の市民活動支援窓口

その他

（n=152） 

ｎ 学生
（大学院生を含む）

正規職 非正規職 自営業･経営者 無職 無回答

【有給従事者】　全体 140 23.6 31.4 27.1 5.7 9.3 2.9

＜性別＞ 男性 59 23.7 39.0 22.0 5.1 8.5 1.7

女性 81 23.5 27.2 30.9 6.2 9.9 2.5

＜年代別＞ 20歳代 61 47.5 21.3 18.0 1.6 8.2 3.3

30歳代 79 5.1 40.5 34.2 8.9 10.1 1.3

表４）。２位以下の「大学・大学教員」（9.9％）、 図表４ ＮＰＯを知ったきっかけ＜複数回答＞ 

「求職活動」（7.9％）、「インターネット」「新

聞・テレビ・雑誌」（5.9％）などは、「その他」

（13.8％）を除いていずれも１割に満たない。

若年ＮＰＯ従事者がＮＰＯを知ったきっかけは、

友人・知人などの「私縁」に集中しており、そ

れ以外はきわめて多様となっている。 

 なお、「求職活動」をあげた人は、有給従事者

であっても約１割に過ぎず、無給従事者では「友

人・知人等の紹介」が約７割を占める（図表省

略）。これらの結果は、ＮＰＯが有給で人材を求

める場合であっても、供給源は私縁という限ら

れた範囲に限定されていることを示している。 

 

（２）有給従事者の前職 
 次に、有給従事者の前職（現在もその職を続けている場合を含む）をみる。全体で最も

多いのは「正規職」（31.4％）で、「非正規職」（27.1％）、「学生」（23.6％）が続いている

（図表５）。なお、「無職」であった人が有給従事者になったケースは全体の約１割である。 

性別にみると、男性では「正規職」（39.0％）の割合が高い。また、年代別にみると、20

歳代では「学生」が47.5％と半数近くを占める。 

 

図表５ 有給従事者の前職（性別、年代別） 

注：全体より５ポイント以上高いセルは網掛け、５ポイント以上低いセルは下線表示。『正規職』は「企業等の正社員・正 

職員」「公的機関の正規職員」の合計。『非正規職』は「企業等のパート・アルバイト、臨時職員、契約社員、非常勤職 

員、派遣社員等」「公的機関の非正規職員」の合計。 

 

（３）直近３年間の状況 
次に、回答者の直近３年間の状況についてみる。直近３年間に「健康上の理由、あるい

は家族の事情で、収入をともなう仕事をしない時期があった」または「収入をともなう仕

事を探したが、自分の希望にあった仕事がみつからない時期があった」と答えた人の割合

をみたところ、全体の17.6％となった（図表６）。若年ＮＰＯ従事者の一部には、個人的な

事情を抱えていて仕事ができなかった経験や、希望に合う仕事がみつからなかった経験を

経てＮＰＯ活動にかかわるようになった人がいる。 

（単位：％） 

注：代表者を除いて集計 
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17.8

18.2

19.3

12.2

16.7

17.3

17.6

0% 5% 10% 15% 20%

全体（n=182）

＜性別＞

男性（n=81）

女性（n=101）

＜年代別＞

20歳代（n=72）

30歳代（n=110）

＜有給・無給別＞

有給（n=140）

無給（n=41）

7.3

12.2

4.1

4.1

15.3

22.4

2.4

2.4

0% 5% 10% 15% 20% 25%

健康のため、

無職の時期あり

家族のため、

無職の時期あり

求職したが、

仕事のない時期あり

【いずれかの時期あり】

兼業あり （n=41）

兼業なし（n=98）

主な属性別に比較してみると（図表６）、こうした経験をもつ人は、無給従事者より有給

従事者で多い。また、有給従事者のなかでも、兼業をしている人より兼業をしていない専

従者で多い傾向にある（図表７）。なお、これらの経験のうち、兼業をしていない有給の専

従者では、「収入をともなう仕事を探したが、自分の希望に合った仕事がみつからない時期

があった」経験をもつ人が22.4％を占める。 

 

図表６ 無職の時期等があった人の割合       図表７ 有給従事者で無職の時期等があった人 
      （性別、年代別、有給･無給別）              の割合（兼業の有無別）＜複数回答＞ 

＜複数回答＞ 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
 

 

 

 

６．日常生活の充実感 
 

若年ＮＰＯ従事者に対し、日ごろの生活の中でどのようなときに充実感があるかをたず

ねたところ、ＮＰＯ活動を通じて収入を得ているかどうかにかかわらず、「このＮＰＯの仕

事をしているとき」（有給：65.0％、無給：63.4％）をあげる人が最も多かった（図表８）。 

２位以下には、「友人や知人と一緒に過ごすとき」（有給：62.1％、無給：48.8％）、「趣

味活動やスポーツをしているとき」（有給：51.4％、無給：39.0％）などが続いている。た

だし、有給従事者では「このＮＰＯの仕事」（第１位）と「友人や知人と一緒に過ごすとき」

（第２位）がほぼ同じ割合であげられているが、無給従事者では両者の間に15ポイント近

くの差がみられる。つまり、無給従事者では、「このＮＰＯの仕事」が他の項目に比べて突

出して多くあげられている。 

 また、兼業をしている人について、「このＮＰＯの仕事」と「このＮＰＯ以外の仕事」に

充実感があると答えた人の割合を比較したところ（図表９）、性別やＮＰＯ収入の有無にか

かわらず、前者をあげる人が後者を大幅に上回った。なお、有給従事者と無給従事者を比

注：直近３年間に「健康上の理由で、収入をともなう仕事

をしない時期があった」「家族の事情で、収入をとも

なう仕事をしない時期があった」「収入をともなう仕

事を探したが、自分の希望に合った仕事がみつからな

い時期があった」のいずれかの経験がある人の割合

注：【いずれかの時期あり】の割合は、図表６の脚注を参照



ＮＯＴＥＳ 

 

 

 
22 

ＬifeＤesign ＲＥＰＯＲＴ 

2007.7-8 

65.0

62.1

51.4

39.3

29.3

22.1

18.6

17.1

12.1

10.0

5.7

0.7

63.4

48.8

39.0

41.5

24.4

19.5

22.0

17.1

17.1

19.5

2.4

-

0% 25% 50% 75%

このNPOの仕事をしているとき

友人や知人と一緒に過ごすとき

趣味活動やスポーツを

しているとき

家族と一緒に過ごすとき

一人で過ごすとき

各種講座などで教養をみがいたり

学習をしているとき

ボランティアや地域活動などを

しているとき

家事・育児など家族の世話を

しているとき

このNPO以外の仕事を

しているとき

配偶者と一緒に過ごすとき

その他

充実感を感じるときはない
有給（n=140）

無給（n=41）

較すると、両者の差は無給従事者の方がより大きい。無給従事者がＮＰＯ活動にかかわる

動機は、収入を得ている兼業では得られにくい、ＮＰＯ活動の充実感にあると考えられる。 

 

図表８ 充実感があるとき（有給・無給別）＜複数回答＞   図表９ 兼業者におけるＮＰＯ活動と兼業の 
       充実感の比較（性別、有給・無給別） 

＜複数回答＞ 

63.2

65.7

68.3

69.2

66.2

17.1

31.7

26.3

23.1

24.7

0% 25% 50% 75%

兼業者全体（n=77）

＜性別＞

男性（n=39）

女性（n=38）

＜有給・無給別＞

有給（n=41）

無給（n=35）

このＮＰＯの仕事 このＮＰＯ以外の仕事
 

 
 
 

 
７．おわりに 
 

若年ＮＰＯ従事者の活動実態と日常生活意識を捉えた今回の調査結果からは、「ＮＰＯで

働く」という選択のポジティブな側面とネガティブな側面の双方がみえてくる。 

調査結果のうち最もポジティブといえる側面は、収入を得ているかどうかにかかわらず、

若年ＮＰＯ従事者がＮＰＯ活動からきわめて高い充実感を得ているという点であろう。今

後、若い世代の間で、働くことに自己実現を求める傾向が強まっていくとすれば、これら

の結果は、同じ有償労働の場である企業での仕事に若者がどうすれば充実感を得られるの

かを考える上で重要な示唆を含む。 

若い従業員の働くモチベーションの向上は民間企業にとって重要なテーマであるが、当

研究所が民間企業で働く同世代の男女に行った調査＊２において「仕事をしているとき」に

充実感があると答えた人は正規雇用者の35.8％、非正規雇用者の37.1％に過ぎない。企業

での働き方や仕事が若者からみて魅力あるものに映らなければ、今後、ＮＰＯでの有償労

働が若者のニーズを満たす働き方の選択肢としてさらに広がっていく可能性もあるだろう。

無給従事者をみた場合にも、収入源であり、本業であると感じているはずの兼業の仕事か
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ら充実感を得ている人は少ない。無給従事者がＮＰＯ活動に本業では得られにくい充実感

を求めているとすれば、なぜ本業に充実感を得られないのかという点も企業にとって重い

意味をもつ。 

一方で、調査結果は「ＮＰＯで働く」という選択をめぐる、負の側面も示している。第

一は、有給従事者の活動収入の少なさである。若年有給従事者のＮＰＯ収入は平均で年収

約160万円、兼業をしている人や小規模ＮＰＯに所属する人ではさらに低い。有給従事者の

なかには、ＮＰＯ収入が少ないために兼業をしている人もいる。ＮＰＯによる社会貢献活

動への期待が高まる中で、ＮＰＯでの有償労働が若者にとって魅力ある働き方の選択肢と

して育つには、ＮＰＯの財政基盤の弱さという本質的なテーマに直結する有給従事者への

処遇が大きな課題となる。第二は、無給の場合に加え、有給の場合であっても、ＮＰＯの

人材供給源が「私縁」という狭い範囲に限定されている点である。これにはＮＰＯ活動を

通じて得られる収入の低さという点もあると思われるが、一方で必ずしも有給という条件

にこだわらない形で社会貢献活動に関心をもつ若者と、ＮＰＯの人材ニーズをつなぐマッ

チングの場が十分広がっていないこともあるように思われる。 

（研究開発室 副主任研究員） 
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【注釈】 

*1 「社会的企業」には、例えば「社会課題の解決をミッションとして、ビジネス手法や

企業家精神を活用して活動する組織の総称。組織形態は多様であり、非営利組織や協

同組合形態を基盤に形成されたものから、会社（営利法人）形態をとるものまである」

（原田・塚本編 2006）といった定義がある。日本のＮＰＯも一部はこの範疇に入る。 

*2 調査対象は全国の満18歳～69歳の男女3,000名、調査時期は2005年１月12日～27日。

有効回収2,128名のうち、「正社員・正職員」「契約社員・嘱託社員」「派遣社員」「ア

ルバイト・パート」として民間企業に勤務する20～30歳代の男女356名の回答結果に

基づく。なお、正規雇用者はこのうち「正社員・正職員」を、「非正規雇用者」はそ

れ以外を指す。 
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